





























































































































































































































































































































































































































的 な 推 進 」2011（http://www.meti.go.jp/committee/
chuki/kigyouryoku/002_06_00.pdf）
－ 55 －
プ・バンキングの拡充なども盛り込まれており、これ
までの以上に経営者が自らの会社の経営数値に関する
説明能力が問われることになる。したがって、会計に
疎い経営者は、その分機会損失を被ることになる。し
かし、裏返せば経営者は『要領』を使いこなすことに
より、便益の享受機会にめぐまれる可能性を意味して
いるとも考えられる。もっとも、会計処理のルールに
もとづいた数値を活用できる能力は、外部への説明に
限らず自社の経営分析や事業戦略の策定に不可欠な資
質であることは改めるまでもなかろう。
　中小企業の形態は、大企業の子会社・関連会社から
個人経営商店まで、企業の規模や営業目的、業種など
多種多様である。よって、すべての中小企業に適合す
る万能な会計基準の設定は不可能であることは想像に
難くない。
　しかし、大企業向けの会計基準が、IFRSにコンバー
ジェンスまたはアドプションする動きが落ち着きを見
せる中で、中小企業の会計基準として、わが国の商習
慣や文化を反映させるべく独自の路線を『要領』が示
したことには意義があるものと考える。同会計基準の
公表はわが国の会計制度のインフラ整備にとって大き
な前進であるといえよう。
　『要領』は取得原価主義、収益と費用の対応といった、
従前の会計の原理原則を踏襲しているところに特徴が
ある49。中小企業にとっては、これまで慣れ親しんで
きた会計として、使い勝手がよく理解可能である。反
面、税法の「逆基準性50」が問題点として残っているが、
あえて税法会計との親和性を受容している点は実務的
といえよう。このように、一長一短はあるものの、コ
ストとベネフィットの観点から考えれば、『要領』は
中小企業の実態に配慮された会計基準であると考えら
れる。
　最後に、ヒヤリング結果にもとづく新潟県央地域に
おける『要領』の普及・浸透度合いを確認しておきたい。
　『要領』を活用するメリットには、日本政策金融公
庫の金利（0.2％金利減）、信用保証に係る保証料率
（0.1％保証料率減）など金利面で優遇が受けられる制
度がある。企業の発展・維持のための資金調達にかか
る資本コストを節約する際には、有用な制度である。
しかし、これらの制度は法人のみを対象としたもので
あり、県央地域における同優遇制度の利用状況は、両
機関ともに20％程度と決して利用状況が芳しい現状と
はいえないようである。
　この理由には、制度そのものの利用資格がない企業
の存在が考えられる。制度の利用には税理士のチェッ
ク（証明）を添付する必要があり、税理士の関与がな
い企業はおのずから制度利用の対象外となる。
　さらに、納税にあたり青色申告制度を選択していな
い経営体が多く存在している実情もある。たとえば、
事業者は確定申告の際には、預金通帳と１年分の領収
書を税務署や商工会議所の納税相談に持ち込めば事足
りるため、決算と納税計算を分離する必要がないとい
うわけである。また、税理士が関与している場合でも、
同じく確定申告の時期や金融機関からの借入の必要が
生じた際に、税理士が作成する会計資料を見てはじめ
て、期間の業績や経営状態を知るケースも少なくない
という。こうした実態から、「会計そのものの必要性
の認識に乏しく、会計基準を必要とするステージに達
していない」との仮説に至る。同時に、この点が課題
として残る51。
　会計はビジネスの共通言語といわれ、企業の経営状
況を把握することはもちろん、会計情報を外部に報告
するという目的に加えて、企業を取り巻く関係者相互
間の利害を調整するための公正なルールとしての機能
を担うものである。こうした基本を再認識して、『要領』
の普及・促進策にひと工夫が必要であろう。
　『要領』の設定作業における検討会およびワーキン
グ・グループには、日本商工会議所、全国商工会連合会、
全国中小企業団体中央会、全国商店街振興組合連合会、
中小企業家同友会全国協議会などが参加している。ま
た、全国銀行協会、全国信用金庫協会、全国信用組合
中央協会などの金融業界団体をはじめメガバンク、政
策金融機関、信用組合、信用金庫、会計事務所に加え
日本公認会計士協会、日本税理士会連合会といった職
業会計人団体、加えて会計学者・法学者、ASBJが名
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を連ねている。このほか、中小企業庁と金融庁が全体
事務局となり、法務省がオブザーバーとして参加して
おり、行政機関の垣根をも越えた取り組みである。ま
さに、産学官が一体となった国家規模のプロジェクト
であり、『要領』はこの成果の集約といえよう。こう
した取り組みが画餅に帰すことがあっては、本末転倒
である。
　本稿は、地域活性化に資する調査・研究活動の一環
として、中小企業の会計基準に着目したプレ調査であ
り、当然に本稿ですべてを論じられるものではない。
ただし、今後のリサーチ・スタディの方向性を知る上
で意義のあるものであった。
　筆者として今後は、新潟経営大学の地域活性化研究
所の枠組みを活用してさらなる調査・研究を通して地
域に情報をフィードバックすることで地域企業・住民
との交流を深めたいと考えている。
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